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はじめに 

 

○ 東日本大震災からの復興状況 

震災発生から６年を経過しておりますが、授業料減免などの措置は引続き継続しておりま

す。施設面では、新たな直接被害の判明はありませんでしたが、震災でダメージを受けた設

置高校校舎の老朽化が一段と進行し、前年同様、建替えを踏まえた応急の修繕措置を講じま

した。 

○ 事業計画との対比 

法人全体の事業計画として、長期的には「歴史と伝統の継承」および「大学・高校部門別

の教育機関としての適正規模の構築」を掲げており、その基本的方向に沿って、大学部門に

おける新学科開設その他の学校法人運営を実施しました。 

中期的には、「教員高齢化に伴う人的資源再構築」および「人件費負担軽減」という人事

諸施策、「設置高校校舎建替え」および「設置大学キャンパスの船岡南土地有効活用」とい

う施設設備の整備計画、「平成２５年度外部認証の評価結果を踏まえた大学教育改革推進実

施」および「定員確保等のための高校教育改革推進実施」という教学運営、ならびに「財源

の調達」を基本的な施策としております。 

このうち、人事諸施策については、大学部門では定年退職教員の補充に若手教員登用等を

図る一方、高校部門では改善計画に基づく教員基本給是正措置に関し派生した訟務が想定外

の結果となったことの影響が引続き尾を引き、明確な施策を打ち出せないままの推移となり

ました。このため、施設設備整備計画のうち「設置高校校舎建替え」についても、震災の影

響による資材高騰等に加え人件費負担軽減の実現が見込めなくなったことから、実施時期を

明示しないままの構想検討に止まりました。大学部門の「財源調達」については、大学教育

改革推進に向けた「改革総合支援事業」について、前年同様、全４タイプのうち３タイプに

ついて助成措置を得られるレベルに達していることから設備整備に関する調達の一部拡充

が実現しました。大学部門の教学運営については、複合領域該当事項として届出手続ではな

く認可申請手続を要するとされ再申請した「子ども運動教育学科」の設置が認可され、「平

成２５年度外部認証の評価結果を踏まえた大学教育改革推進実施」の一環として、震災復興

に寄与し「新子育て支援事業」の制度設計等を踏まえた就学前の乳幼児・児童の発育発達を

促す知識技術を習得した人材の育成等を目的とする新学科が平成２９年４月から開設の運

びとなりました。また、教養教育の基本要素を為す英語教育について、体育系大学としての

専門教育等に即した習熟度別クラス編成の導入等を内容とする新教育体系を検討し、平成２

９年度から実施することとなりました。さらに、スポーツ科学専門教育における現場実践の

機会の拡大を企図し、地域のプロスポーツ企業との間に「アカデミック・パートナー協定」

を締結することにより、怪我の予防、コンデイショニング、栄養、スポーツマネジメントそ

の他スポーツを支える各種機能を体験できる仕組みを設定し、平成２９年度より教育課程に

組み込むこととしました。 

この他、本報告書記載事項以外の学校教育法第百十三条等に基づく必要情報の公開につい

ては、設置大学のホームページにて実施しております。 



 

 法人の概要 

 

○ 建学の精神・教育目標について 

 

 本学校法人の建学の精神は、「実学と創意工夫」であります。そして、「心身ともに健康な

人間の形成」ということを、設置する仙台大学・明成高校共通の教育目標としております。 

大学部門では、この精神、目標を踏まえ、老若男女、健常者・非健常者を問わない全ての人々

が対象ということで「スポーツ・フォア・オール」を、また、高校部門では、「プラクティ

カルラーニング・フォア・オール」を、それぞれ教育理念として掲げております。 

 

○ 設置する学校の入学・収容定員、入学者・在籍者数 

 

仙台大学                       （平成２８年５月１日現在） 

 入学定員 入学者数 収容定員 在籍者数 

体

育

学

部 

体 育 学 科 ２５０ ３２８ １，０００ １，２７７ 

健 康 福 祉 学 科 １００ １０２ ４００ ４３６ 

運 動 栄 養 学 科 ８０ ７８ ３２０ ３１９ 

ｽﾎﾟｰﾂ情報ﾏｽﾒﾃﾞｨｱ学科 ４０ ５０ １６０ １８１ 

現 代 武 道 学 科 ４０ ４２ １３０ １７２ 

学部計(編入学を除く) ５１０ ６００ ２，０１０ ２，３８５ 

学 部 編 入 学 ４８ ４ ９６ ７ 

学 部 合 計 ５５８ ６０４ ２，１０６ ２，３９２ 

大学院スポーツ科学研究科 ２３ １８ ４６ ３６ 

合   計 ５８１ ６２２ ２，１５２ ２，４２８ 

 

明成高校                       （平成２８年５月１日現在） 

 入学定員 入学者数 収容定員 在籍者数 

普 通 科 ２４０ ２１８ ７２０ ６５２ 

調 理 科 １２０ １０９ ３６０ ３０４ 

介 護 福 祉 科 ８０ ３１ ２４０ １００ 

合 計 ４４０ ３５８ １，３２０ １，０５６ 

 

 

法人全体                        （平成２８年５月１日現在） 

 入学定員 入学者数 収容定員 在籍者数 

法 人 全 体 １，０２１ ９８０ ３，４７２ ３，４８４ 

 



 

○理事・評議員・監事について           （平成２９年３月２７日現在） 

 

 寄附行為上の人数 実員数 

理 事 １４名以内 １２名 

評 議 員 ２９名以内 ２７名 

監 事 ２名 ２名 

 

 

理事会・評議員会 開催状況    理事会   年３回開催 

                    評議員会  年３回開催 

 

 

 氏 名 選任区分 勤 務 兼 職 名 

 

理 事 

（14 名 

以内） 

朴 澤 泰 治 ２号 常 勤 理事長・仙台大学学事顧問 

藤 田   努 ３号 常 勤 常務理事(総務)・法人事務局長 

佐 野   仁 ２号 常 勤 常務理事(財務) 

櫻 井 俊 夫 ２号 常 勤 理事(高大連携) 

阿 部 芳 吉 １号 常 勤 仙台大学       学長 

佐々木 稲 生 １号 常 勤 明成高等学校     校長 

久 道   茂 ３号 非常勤 元厚生医療審議会 

中 井 憲 治 ３号 非常勤 法律事務所     弁護士 

阿 江 通 良 ３号 非常勤 他大学    特別招聘教授 

向 井 正 剛 ３号 非常勤 仙台大学     名誉学長 

滝 口   茂 ３号 非常勤 柴田町        町長 

齋   泰 幸 ３号 非常勤 民間企業      監査役 

 

評議員 

（29 名 

以内） 

橋 本   実 １号 － 仙台大学       教授 

吉 田 龍 哉 １号 － 仙台大学     事務局長 

土 生 英 則 １号 － 明成高等学校  特任副校長 

海 和 由美子 １号 － 明成高等学校     教頭 

鈴 木 省 三 ２号 － 仙台大学副学長(同窓会会長) 

松 下 邦 雄 ２号 － 他私立高校長(大学同窓会支部長)

二 瓶 たけ子 ２号 － (高校同窓会(松操会)会長) 

園 部 禮 子 ２号 － (高校同窓会(松操会)幹事) 

阿 部 芳 吉 ３号 － 仙台大学       学長 

藤 田   努 ３号 － 常務理事(総務)・法人事務局長 

佐々木 稲 生 ３号 － 明成高等学校     校長 



齋   泰 幸 ３号 － 民間企業      監査役 

朴 澤 泰 治 ４号 － 理事長・仙台大学学事顧問 

長 田 達 雄 ４号 － 元柴田町    管理職職員 

櫻 井 俊 夫 ４号 － 理事(高大連携) 

杉 本 輝 昭 ４号 － 民間企業    代表取締役 

田 中 正 人 ４号 － 民間企業    専務取締役 

齋 藤   進 ４号 － 元民間企業 代表取締役社長 

阿 部   佑 ４号 － 会計事務所     税理士 

佐 藤   佑 ４号 － 仙台大学     名誉教授 

佐 野   仁 ４号 － 常務理事(財務) 

向 井 正 剛 ４号 － 仙台大学     名誉学長 

佐 藤    宏 ４号 － 前専務理事 

吉 田 俊 司 ４号 － 明成高等学校    事務長 

杉 山   博 ５号 － 民間企業 

紋 谷 洋 三 ５号 － 公立中学校      教頭 

髙 橋 賢 一 ５号 － 民間企業    取締役社長 

監 事 

（２名） 

岩 崎 悌 二 外部監事 非常勤 元地元地銀   常務取締役 

恵 美 文 雄 外部監事 非常勤 地元プロスポーツ企業 顧問 

 

 

○教職員について                    (平成２８年５月１日現在) 

 

 
教  員 新助手 職  員 

専  任 非 常 勤 常  勤 常  勤 

法  人 ―  ―  ― １１ 

大  学 １０４  ８９ ２７  ６５ 

高  校 ５５  ３６ ― １５ 

合  計 １５９  １２５ ２７ ９１  

 

 

註)教職員数について 

私学事業団「基礎調査票」に基づく数値で、学長、校長を含む。 

註)学生数について 

私学事業団「基礎調査票」に基づく数値である。 

 

 

 

 



○ 学校法人の沿革   

 

(明治期) 

明治１２年(１８７９年) １月  創設者初代朴澤三代治 仙台市に松操私塾を開設 

明治１７年(１８８４年) ４月  私立松操学校に校名を改称 

                米国教育博覧会に雛形など一斉授業法の裁縫教材を 

出展 

 

(大正期) 

大正１５年(１９２６年) ３月  実業学校令に基づき師範科増設 

 

(昭和期・戦前) 

昭和 ２年(１９２７年)     宮城県より師範科卒業生に対し小学校裁縫専科正教員

無試験検定認定校として許可を受ける 

昭和 ６年(１９３１年)１０月  朴沢松操女学校に校名を改称し高等師範科増設 

昭和１２年(１９３７年) ７月  財団法人朴沢松操女学園設立(財団法人化) 

文部省より高等師範科卒業生に対し裁縫科中等教員無  

試験検定認定校として許可を受ける 

 

(昭和期・戦後) 

昭和２３年(１９４８年) ４月  学制改革に伴い朴沢女子高等学校(全日制)に校名を 

改称 

昭和２６年(１９５１年) ３月  私立学校法制定に伴い学校法人朴沢松操女学園を設立 

昭和４２年(１９６７年) ３月  学校法人朴沢学園に法人名を改称 

昭和４２年(１９６７年) ４月  仙台大学を開設(体育学部体育学科) 

昭和４７年(１９７２年) ４月  朴沢女子高等学校に調理科開設(昭和５０年食物科に 

改称) 調理科に厚生省調理師養成施設併設 

昭和４９年(１９７４年) ７月  朴沢女子高等学校が仙台市青葉区川平に校舎を移転 

昭和５４年(１９７９年)１０月  学校法人朴沢学園創立１００周年記念式典を挙行 

 

(平成期) 

平成 ４年(１９９２年) ４月  朴沢女子高等学校を明成高等学校に校名を改称 

平成 ７年(１９９５年) ４月  仙台大学体育学部に健康福祉学科を開設 

                健康福祉学科に厚生省介護福祉士養成施設を併設 

平成 ８年(１９９６年) ４月  明成高等学校食物科を調理科に改称・男女共学化 

平成１０年(１９９８年) ４月  仙台大学大学院スポーツ科学研究科(修士課程)を開設 

平成１１年(１９９９年) １月  学校法人朴沢学園が河北文化賞を受賞 

平成１１年(１９９９年)１１月  学校法人朴沢学園創立１２０周年記念式典を挙行 



平成１４年(２００２年) ４月  明成高等学校普通科を男女共学化 

平成１５年(２００３年) ４月  仙台大学体育学部運動栄養学科を開設 

                運動栄養学科に厚労省栄養士養成施設を併設 

平成１８年(２００６年)１２月  仙台大学・明星大学通信教育学部間で小学校教員養成に

関する教育業務提携開始 

平成１９年(２００７年) ４月  仙台大学体育学部にスポーツ情報マスメディア学科を

開設 

平成２０年(２００８年) ３月  仙台大学が財団法人日本高等教育評価機構より機関別

認証評価の認定を受ける(平成２６年度末まで) 

平成２０年(２００８年) ４月  仙台大学体育学部にスポーツ情報マスメディア研究所

を設置 

平成２１年(２００９年) ４月  仙台大学大学院に修士課程１年コース設置 

平成２１年(２００９年) ４月  明成高等学校に介護福祉科を設置 

平成２３年(２０１１年) ３月  東日本大震災が発生し、仙台大学学生３名が津波の犠牲

となり、仙台大学・明成高等学校とも、施設面で多大な

被害が発生                 

平成２３年(２０１１年) ４月  仙台大学体育学部に現代武道学科を開設 

平成２３年(２０１１年) ７月  学校法人朴沢学園教育歴史資料が仙台市有形文化財と

して指定を受ける 

平成２４年(２０１２年) １月  明成高等学校調理科リエゾン・キッチン活動が河北文化

賞を受賞 

平成２５年(２０１３年) ４月  仙台大学スポーツ情報マスメディア研究所および生涯

学習に関する組織をスポーツ健康科学研究実践機構に

統合・再編成 

平成２５年(２０１３年) ８月  明成高等学校隣接地(法人用地)に、東日本大震災により

使用不可となった高校グランドの代替グランドを含め

た、大学・高校共用の川平明仙フィールドを整備 

平成２６年(２０１４年) ３月  仙台大学が財団法人日本高等教育評価機構より機関別

認証評価の認定を受ける 

平成２９年(２０１７年) １月   明成高等学校男子バスケットボール部がウインター 

 カップ３年連続優勝などにより河北文化賞を受賞 

平成２９年(２０１７年) ３月  中国青海省より国際共同研究遂行に対する顕彰を受賞 

平成２９年(２０１７年) ４月   仙台大学体育学部に子ども運動教育学科を開設 

 

 

 

 

 



 事業の概要  

 

１．法人事務局 

 

「はじめに」に記載した中長期的計画に基づく法人全体の諸事業の実施の他、新学校会計

基準への円滑な移行、教育改革の一環としての在仙プロスポーツ企業との連携対応(サッカ

ー関係の業務受委託、バスケットボール関係の運営参画)、訟務対応、学校法人歴史資料に

関する国文化財指定獲得に向けての調査研究その他の諸施策等について、前年に引続き対応

した他、リオデジャネイロ・オリパラ出場選手等の壮行・激励、２０２０東京オリパラに向

けてのベラルーシ共和国新体操チーム等の事前キャンプ誘致事業その他の対応、高校部門の

男子バスケットボール部３年連続日本一等を讃える河北文化賞受賞への対応その他、以下に

記載の取組みを実施しました。 

なお、平成２９年度に開設５０年の節目を迎える大学部門について、開学５０周年記念事

業実行委員会において、記念事業の企画内容を検討した他、「東北こども博」など既存行事

を記念冠大会として実施するための関係機関等との協議などを実施しました。 

また、法人全体としての国際交流業務として、国際共同研究遂行実績に対する中国青海省

からの表彰、ＪＩＣＡベトナム技術支援協力の修了式への参加、中国瀋陽師範大学開設６５

周年記念式典およびベトナム共和国ホーチミン市立体育大学開設４０周年記念式典への参

加、韓国国立体育大学校の学長表敬来訪、ニュージーランド・カンタベリー大学の学長表敬

訪問、米国ＮＣＡＡ男子バスケットボール強豪校ゴンザガ大学の学長表敬訪問など、韓国・

中国・台湾・ベトナム・タイ・ベラルーシ・米国の各大学等との交流に対応しました。 

 

 

◎ 法人運営関連業務 

 

◇ 法人監事の監事業務への対応 

   決算監査(５月)受監 「学校法人幹事研修会」(１０月)出席 

 

◇ 公認会計士会計監査受検   計８回 

 

◇ 予算策定のための学内の部門別ヒヤリングの実施 

 

◇ 外部調査などの受検 

・｢私立学校実態調査｣のヒヤリング調査(５月)受検 

・「栄養士・介護福祉士養成施設に係る視察(仙台大学)」受検(７月) 

・「福祉系高等学校等指導調査」受検(１２月) 

・明成高等学校外部評価委員会(２月)受検 

・明成高等学校｢目標自己管理制度評価委員会｣(３月)開催 



 

◇ マイナンバー制度導入への対応    法人全体を法人事務局で一括対応 

 

◇ ストレスチェック制度導入への対応  法人全体を法人事務局で一括対応 

 

◇ 全専任教員を対象とする教員任期制度につき、その再任手続等について、昨年度より

学校教育法改正を踏まえ、任期更新後の教育の質の向上の具現に焦点を当てた評価制

度を導入し、引続き、推進・実施 

 

 

◎ 施設整備など 

 

◇ 高校隣接土地寄付受入対応 

  平成２７年６月に所有権移転手続が完了した明成高等学校隣接山林の寄付受入に続

き、当該山林に連続する山林の一部について沢地形状土地の有効利用の観点から追加

寄付受入手続を実施し、年度内に実質的には手続終了となり、将来の高校校舎建替え

を含め高大連携・地域連携の観点から、当面の活用を図っていくこととしております。 

 

◇ 大学施設整備対応 

   平成２９年４月開設の子ども運動教育学科の運営に必要な備品整備を実施しました。

このうち、自習用ピアノ設置スペースは、提携している通信制小学校教員養成用とし

ても活用を図ることにしております。 

 

 

◎ 事務職員研修(ＳＤ)関係 

 

◇ 新規任用の事務職員に対する初任者研修を４月に実施しました。 

 

◇ 事務職員各部門合同研修会を８月に実施し、学校法人を取巻く環境、その他、ＳＤと

して必要な業務内容等の理解・習熟のための研修を実施しました。 

 

◇ 外部認証評価機関に事務職員を出向し、大学運営能力の向上等を図ることとしました。 

 

 

 

 

 

 



２．仙台大学 

 

 法人全体の事業方針を踏まえ、仙台大学固有の中期的目標として、開学５０年という節目

を翌年に控え、存続価値の継続という５０周年経過後を踏まえた大学自体の「質の向上」を

図ることを最重要課題とし、「私学研究ブランディング事業」等の文科省助成措置の採択獲

得を通じて、その実現を図ることとしておりましたが、野外活動指導者養成のための「職業

実践力育成プログラム（ＢＰ）」の認定、および日本学生支援機構(ＪＡＳＳＯ)の海外留学

奨学金について相当数の採択を得た他は、採択獲得には至りませんでした。 

なお、収容定員管理政策への対応としての受入学生数規模の維持拡大については、定員超過

の状態が継続している体育学科について、定員増を検討し平成２９年度中に所要の手続を実

施することとしております。 

 

個別の事業計画については、次の通りの対応となりました。 

 

○ こども運動教育学科開設に向けた学生募集および体制整備 

  平成２８年８月３１日設置認可を受け学生募集を開始しましたが、体育系大学志望者

の最大の志望理由である「中高保健体育教員免許」取得についての説明不十分もあり、

初年度は入学定員充足には至らないままの学科発進となりました。 

 

○ 現代武道学科の定員増に対する入学定員確保 

  １０名増の４０名入学定員に対し、５０名の入学者数となりました。 

 

○ 教職支援センターの充実を図り公立学校教員現役合格率アップ 

  様々な取組みを実施しましたが、顕著な現役合格率向上には至りませんでした。 

 

○ 柴田町地方創生事業への協力 

  柴田町トップアスリート育成事業等を支援した他、地方創生事業の一環として、近隣

地域の白石市および柴田町・仙台大学共同の２０２０東京オリパラ事前キャンプ誘致

事業を推進し、ベラルーシ共和国新体操競技の事前キャンプ誘致が実現しました。 

 

○ オリンピック・パラリンピック連携協定大学として協力 

  経団連オリパラ等推進委員会委員長の豊田章男トヨタ自動車社長が、仙台大学出身の

パラリンピック代表候補者激励のため来学した他、各種連携行事に参画しました。 

 

○ 東北こども博・大学祭開催 

  所在地柴田町の町制施行６０周年にあたるところから、同記念事業を冠した行事とし

て開催し、２日間で過去最高の２万人弱の参加となりました。 

 



○ プッシュトラック改修工事他の施設整備 

  プッシュトラック改修については工法の検討を継続することとなりました。ベラルー

シ新体操競技の事前キャンプ誘致に関連して、サブ練習場となる第四体育館に空調設

備を整備しました。 

 

◎ 国際交流 

 

◇ 国際交流協定校との交換留学等 

 

 ・学生の海外派遣  計１５回、延べ７５名の海外派遣を実施 

   対象国は、韓国・龍仁市、中国・瀋陽市、台湾・台東市、ベトナム・ハノイ市、  

   タイ・バンコック市等、ドイツ・オルデンブルグ市、フィンランド・カヤーニ市 

   デンマーク・オーデンセ市等、米国・ロングビーチ市、米国・ホノルル市 

 

 ・学生の国内受入  計１１回、延べ６８名(含む引率)の受入を実施   

   対象大学は、韓国・龍仁大学、台湾・台東大学、ベトナム・ハノイ大学、 

タイ・シーナカリンウィロート大学、米国・カリフォルニア州立ロングビーチ校、 

米国・ハワイ大学 

 

◇ 提携大学間交流等 

 

 ・海外大学等訪問 中国・瀋陽師範大学、ニュージーランド・カンタベリー大学等訪問 

 ・海外大学等来訪 計１２回の来訪に対応しました。 

   来訪機関は、韓国・国立体育大学、韓国・龍仁大学、中国・青海省体育科学研究所、

台湾・台東大学、ベトナム・ハノイ大学、ベトナム・バクマイ病院、タイ・シーナ

カリンウィロート大学、ニュージーランド・カンタベリー大学、米国・ハワイ大学 

 

 ◇ 国際共同研究等 

 

 ・中国・青海省体育科学研究所と高地環境を利用した健康増進に関する共同研究を実施

し、８月の同研究所主催の国際シンポジウムに参加し、成果発表を実施しました。 

 

 ・ＪＩＣＡ草の根技術協力事業として、ベトナムにおける「足漕ぎ車イス」を利用した

リハビリ・モデル開発と人材育成プロジェクト事業の研究分野を担当し、ハノイ市の

ハノイ大学、バクマイ病院等との事業連携を実施しました。 

 

 ・フィンランド・カヤーニ応用科学大学と健康運動推進のソフト開発等について、共同

研究を実施しました。 



 

◇ そ の 他 

 

・海外短期研修報告会の実施          派遣学生等１０４名参加   

・海外における安全・危機管理対応研修会の実施     

・TOEIC 試験の実施              計５４名受験              

 

◎ 地域貢献 

 

◇ 地方創生事業等への参画   

 

 ・２０２０東京オリパラ事前事前キャンプ誘致事業 

  白石市および柴田町と誘致協議会を設置し、ベラルーシ共和国・新体操チーム招致を

企図し、日本体操協会主催の誘致行事に参加するとともに、ベラルーシを訪問して、

日本大使館、オリンピック委員会、国立体育大学、体操協会、ミンスク市体育部局等

に招致の勧誘を実施し、事前キャンプ実施の承諾を得ることとなりました。 

  また。蔵王町が企図しているパラオ共和国のキャンプ誘致にも協力しました。 

 

◇ その他、行政・公的機関との連携事業  

 

 ・宮城県の「みやぎジュニアトップアスリート・アカデミー」事業に参画し、身体的・

知的プログラムの提供および実施に協力しました。 

・みやぎ県民大学「パソコンで作ろうシリーズ」を開講し、４８名が参加しました。 

 ・宮城県体協、山形県、山形県高体連、天童市、岩手県体協、秋田県スポーツ科学セン

ター等とスポーツ・タレント発掘事業等について、連携しました。 

 ・亘理町、美里町、女川町等と災害ボランティア事業で連携し、学生派遣等の事業を実

施しました。 

・柴田町、村田町、丸森町、白石市、角田市、岩沼市、大和町、美里町、南相馬市等と

学校教育事業、生涯学習事業、健康づくり事業などで連携しました。 

 

◇ 公開講座等  

  

 ・学都仙台コンソーシアムサテライトキャンパス講座に参画し、「アスレチック・トレー

ニング講座」を開講しました。 

・学内設備を活用した高齢者向けの「パワーリハビリテーション教室」、「認知動作型  

トレーニング教室」、また、学童・幼児を対象とした「仙台大学柔道塾」、「仙台大学

ジュニア新体操教室」、「講座仙台大学」などを実施しました。 

 



３．明成高等学校 

 

法人全体の事業方針を踏まえ、高校固有の中期的目標としての「教育活動グランドデザイ

ン」の着実な遂行・達成を最重要課題とし『定員確保、全員卒業、希望進路１００％を達成

できる学校づくり』を具現化するために、引続き、各種の取組みを実施しました。 

そして、今後の顕著な人口減少のなか、公・私立間生徒受入に関する県行政の私立高校入学

定員削減化への働きかけも踏まえ、適正規模の生徒数を踏まえた校舎建替えの計画・実現を

図るべく、高校部門内の将来構想に係る検討組織において、教育内容・方法等の検討を実施

しました。 

なお、平成２５～２７年度の３年間、男子バスケットボール部が連続日本一という快挙を達

成したこと、およびこれを讃える河北文化賞受賞は、生徒の高校生活に好循環をもたらしつ

つあり、国立大学法人東北大学への初のセンター試験現役合格者の輩出等の進学実績を挙げ

るところとなりました。 

 

個別の事業計画については、次の通りの対応となりました。 

 

 (1) 全般 

 

新校舎建築に向けた準備の推進、グランドデザイン具現化のための 4つの重点目標の達

成（検証と改善へ）、目指す学校像である「実学ひとすじー好きを未来につなげよう＜プ

ラクティカルラーニング・フォア・オール＞」の更なる浸透に、引続き、取組みました。 

 

(2) 重点施策 

 

○ 将来構想委員会活動 

新校舎建築に向けた準備の推進として、将来構想委員会において、新校舎新築構想に

伴い、学科コースの改編等を検討し、学校の将来展望について共通理解を図るととも

に、他校の施設整備状況・教育実践例等の視察を実施しました。 

 

○ 学びの姿勢と基礎学力の定着のための具現策として、新入生研修合宿・進学勉強合宿

の実施の他、朝学習・朝自習、基礎力診断テスト、ベーシックサポート講習会等を実

施しました。 

 

○ 進路１００％達成と質の向上のための施策として、全教職員による作文・小論文指導、

親子就職説明会、土曜日学習・年度末進路学習等を実施しました。 

 

○ 教師力の向上、若手教員の研修機会の充実を図るため、互見授業、文科省主催その他

の教員研修会への研修派遣を実施しました。 



 

○ 介護福祉分野人材育成 

介護福祉科国家試験の合格率維持向上のためのきめ細かい指導の他、実習施設・就職

先との情報交換会等を実施するとともに、文科省助成採択となったケア研究会活動を

実施しました。 

 

○ 他校種との連携 

７年間一貫教育の観点からの仙台大学との進学・部活動連携を引続き推進推進すると

ともに、仙台大卒中学校教員等も含めた中高大連携会議の審議充実を図りました。 

 

○ 部活動充実奨励および強化による学校活性化 

 

  ・インターハイ出場の男女バスケットボール部、男子体操部等の団体および個人に対し、

全校挙げての壮行を実施しました。 

  ・併設する仙台大学施設における高校生対象のアスレチックトレーニング活動について、

スポーツ部活動の対象を設定のうえ、高校生部員の怪我の予防・復帰等に関する知識

普及・トレーニング実践等を実施しました。 

  ・オリンピック関係 

   リオデジャネイロ五輪１万メートル出場の明成高校出身の村山紘太選手の壮行激励

会、およびパブリック・ビューイングを実施しました。 

  ・部活動の状況を中学校部活動顧問および中学生に紹介する「明成スポーツ・フェステ

ィバル」を７月に開催し、約６６０名の参加を得ました。 

 

◎ その他 

 

◇ 創立記念講演会の実施 ５月  

 

 ◇ １８歳選挙権制度への対応 

 

◇ 学校評価委員会の開催 

平成２９年２月、委員による授業見学の後、保護者・生徒による教育活動評価アンケ

ート結果、および校内分掌別考察資料をもとに、委員会にて教育活動に関する協議を

実施しました。 

 

 

４．以上の他、「学校法人の財務情報等公開状況調査」の「事業の概要の記載内容(Ｑ18)」 

    の関連事項について、「別添資料」に記載しております。 

 



 

 財務の概要 

 

 財務状況は、大学部門のホームページ「学校法人情報」に掲載しております平成２８年度

計算書類のとおりであります。なお、現在、法人部門、高校部門、大学部門各部門のホーム

ページの連動・一体化に向けた作業を実施しており、財務分析経年比較の情報公開について

も、さらに改善を図ることになります。 

また、主な財務比率の経年比較は、添付「別紙」資料のとおりであります。 

 

 以上の他、別添資料として、「決算の概要」を添付しております。 

 

 

以 上 



設備投資計画の無い状態で、１０％以上期待。

銀行比率ともいわれ、２００％以上あれば信用度は高い。

人件費は、学生生徒等納付金の範囲内に収まっていることが望ましい。

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

系列1 75.4 74.7 78.5 82.3 81.8
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別添資料          平成２８年度決算の概要 

 

１．資金収支計算書 

収入の部では、前年との増減は次の通りとなりました。 

学納金収入             ２２，４００千円の増加となりました。 

補助金収入           １３８，８５９千円の減少となりました。 

付随事業･収益事業収入        ２１，４２３千円の減少となりました。 

借入金等収入          ３３０，０００千円の減少となりました。 

支出の部では、前年との増減は次の通りとなりました。 

人件費支出             １４，７１４千円の増加となりました。 

教育研究経費支出        １０４，９９６千円の減少となりました。 

管理経費支出            ２７，３５４千円の増加となりました。 

合計では、４２４，６７２千円の増加となりました。 

 

２．事業活動収支計算書 

収入では、前年との増減は次の通りとなりました。 

基本金組入前当年度収支差額 １２１，９１３千円の減少となりました。   

基本金組入額合計        １９７，８３９千円の減少となりました。 

事業活動収入合計         １８４，７０１千円の減少となりました。 

支出では、前年との増減は次の通りとなりました。 

事業活動支出合計           ６２，７８８千円の減少となりました。 

  当年度収支差額では、７５，９２６千円の増加となりました。 

 

３．貸借対照表 

資産の部では、前年との増減は次の通りとなりました。 

    固定資産               ８８，１５７千円の減少となりました。 

    流動資産               １５，３３０千円の増加となりました。 

    資産の部合計           ７２，８２６千円の減少となりました。 

  負債の部では、前年との増減は次の通りとなりました。 

    固定負債               ６７，４４４千円の減少となりました。 

    流動負債               ２８，０８６千円の増加となりました。 

    負債の部合計           ３９，３５８千円の減少となりました。 

    純資産の部では、前年との増減は次の通りとなりました。 

        基本金               ２００，７８９千円の増加となりました。 

        繰越収支差額         ２３４，２５７千円の増加となりました。 

        純資産の部合計         ３３，４６８千円の減少となりました。 

以 上 
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